





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral









































                                                  
1 A Catalog of Kuang-tung Land Records in the Taiwan Branch of the National Central 














畝調査冊」は広東全省約 100 県のうち 59 県を、郷としては 1450 郷をカバーし、冊数は 3333
冊（毎冊所収の枚数は異なる。1 冊の所収枚数が 891 枚に達するものもあるという）にのぼ
る膨大なコレクションである。そして、台湾分館に比べると所蔵量はかなり少ないが、広
州の広東省立中山図書館文徳分館（以下、文徳分館と略す）にも「田畝調査冊」が所蔵さ































東省については、蒋介石と対立する陳済棠等のいわゆる西南派が 1928 年から 36 年まで実
効支配していたという特殊性もあり、ほとんど分析のメスが加えられていない状況である。
以下、「田畝調査冊」と関連させながら、陳済棠政権下の広東省で行われた土地調査事業、









調査冊の第 1 頁には、「高要第一区小湘郷田畝調査表冊／第一大段 分二本 其一／（内附
図）」（「／」は改行を示す）とある。第 1 大段所属の筆数が多いためであろう、第 1 大段の
「田畝調査冊」は 2 分冊になっている。ここで取りあげる第一分冊には、第 1 小段～第 20
小段の土地のデータが掲載され、別の第二分冊には第 21 小段～第 41 小段のそれが掲載さ
れているわけである。「内に図を附す」とあるが、図とはつぎに紹介する「小湘郷総図」を
さす。 




で大段はさらにいくつかの小段に分けられている。大段は郷全体で 7 個、小段は全部で 335
個が描かれている。方位・縮尺はない。図２は総図の一部で、第 1 大段付近が描かれてい
る。 





とある。これは第１大段のうち、第 1 小段～第 20 小段に関する総括である。すなわち、第




第 1 小段に関する事項が始まる。第 4 頁には第 1 小段の総括として、 
全小段已報共田九十九坵／全小段已報共税八畝四分四厘／全小段已報共価銀八十四
圓四毛／全小段已報全年租銀八圓四毛四先 
とある。「已報」が 4 回も登場するのは、後述するように、「未報」＝未申告の土地が別に 8
筆存在するからである。申告済みの耕地は計 99 筆、総面積（「税」とあり、課税対象とな
る総面積）が 8.44 畝、地価総額が 84.4 元、租額（小作料）総計が 8.44 元である。 
第 5 頁に第 1 小段の総図（図３）がある。この総図には全部で 107 筆が図示されている。
第 1 小段の総筆数が 107、申告済みの筆数が 99、よって未申告の筆数は８となる。 




①「村名」 ②「段、号」 ③「田畝所在地地名」 ④「地目」 ⑤「面積」 
⑥「毎畝現値若干」 ⑦「全坵現値若干」 ⑧「全坵年租若干」 





 未申告の 8 筆（36、78、79、80、84、90、94、106 号）の場合、⑤「面積」、⑦「全坵
現値若干」、⑧「全坵年租若干」、⑨「業戸（姓名、住址）」、⑩「佃戸（姓名、住址）」の欄
は未記入となっているが、その他の欄は、前述したように記入済みである5。 
「面積」は最小 2 厘（0.02 畝）、最大 2 分 7 厘（0.27 畝）である。「已報」の 99 筆の「業
                                                  
3 「先」＝「仙」であろう 
4 ◇の箇所は多くは空欄だが、第二小段の田畝調査表では「四」と記入してある。小湘郷の場合、
民国 23 年（1934 年）11 月まで田畝調査が実施されず、その責任が郷長の羅徳祥に帰され、
羅徳祥は「過二次」（提出期限を二度守らなかった）の罪としているので、小湘郷における田
畝調査の実施は民国 24 年（1935 年）と推測される（「各県辦理田畝調査奨懲辦法」（『高要県







名義の場合、すべて出租＝小作に出している）。99 筆のうち、業主による「自耕」が 85 筆






たとえば、図３の耕地分布図を、第 1 小段の各筆のデータと対照すると、第 3 号の面積は 2
厘＝0.02 畝、第 4 号の面積は 1 分＝0.1 畝で、第 3 号の 5 倍の広さである。しかし図３で














ている。そしてこの意見は、省政府第 6 届第 100 次会議（年月未詳）で通過する。 
２つのプランのうち、「田畝調査冊」作製と直接に関係するのは、財政庁の「陳報」方式
である。ただし、この財政庁のプランは即座に実施されたわけではなく、実際に実施され
ていくのは 1933 年以降となる8。 
                                                  
6 「高要県修正田畝調査細則」（『高要県政公報』第 3 期、民国 22 年 11 月 1 日刊、頁 25‐26）
第 5 条に、「毎畝ママ【「段」or「小段」の誤り】絵一草図。其草図内応記明地号、以明田畝之
方位。将来造冊時、附在調査冊首頁」とあり、要求されているのは「草図」（略図）である。 
7 主要史料は「広東省改徴臨時地税計画」（『地政月刊』第 2 巻第 9 期、 民国 23 年 9 月、頁 
2017-2025）。および「広東省土地測丈及登記」（『地政月刊』第 2 巻第 9 期、民国 23 年 9 月、
頁 1981-2015）。 
8 広東省政府の測量隊は、当初民政庁のものとして出発し、1934 年 12 月時点まではそれを確認





























部を郷鎮公所に保存し、2 部を県政府に提出させる。県政府は 1 部を保存し、残りの 1 部を
省財政庁に提出する11。 
①「田畝調査」において作製される「田畝調査冊式様」が、「広東省改徴臨時地税計画」
（『地政月刊』第 2 巻第 9 期、 民国 23 年 9 月、頁 2019）に掲載されている。これは、図
4 として紹介した「田畝調査冊」の表とほぼ同じである。ただし、図 4 の「全坵年租額若干」
の項目は、財政庁の当初の計画にはなかったもので、後に追加されたものと思われる。図 4
                                                  
9 『広州文史資料 第 37 集 南天歳月――陳済棠主粤時期見聞実録』（広東人民出版社、1987 年、
頁 298）。この部分は、当時、省財政庁第二科登記股股長であった周瑞頌の提供材料による。 
10 この箇所は、「鶴山県田畝調査細則」（『鶴山県政公報』第 1 期、民国 24 年 6 月刊、本県法規
の項、頁 31～39、所収。台湾分館蔵）のうち、主に第 33・34・35 条にもとづく。 
11 『廉江県田畝調査報告』（文徳分館蔵。民国 23 年 9 月刊）の「公牘紀要」の項、頁 19～21
によれば、県から財政庁に「田畝調査冊」を提出する時に、「統計表」なるものも一緒に提出










  第 2 条：区評価委員会は、各自治区内を地価の状況が近いものにつき、いくつかの「地
価区」に分ける。 
  第 3 条：地価を評定する時には、同一「地価区」内の田畝は、その最近の「市価」お
よび「自報地価」（業主の申告した地価）を参照し、総平均を出して計算する。 














する「抽査組」は、各組が測量の学識を有する者 4 名と補助員 4 名の計 8 名から構成され
る。そして各郷鎮の土地につき、20 段ごとに最低 1 段をサンプル調査する。この場合、測
量の学識を有する者が、サンプル調査として測量を実施するものと思われる。文徳分館に
所蔵されている、龍門県の東平・西平・中平・細洞等の 5 郷に関する「田畝抽査図」（計 17
枚。1934～35 年実施）などは、抽査段階での測量結果を示すものである。たとえば、ある






                                                  















ところ、第 7 号の業主名「莫少波」、第 9 号（および第 10 号）の佃戸名「温逢苟」を、鳳
田村居住の個人として確認できた。インフォーマントは現在約 60 歳であり、生まれは 40





最後に、この田畝調査事業の実施状況13について簡単に概観しておこう。1935 年 10 月
15 日の時点で、以下の状況であった。 
ａ：「③評価」完了済みで、すでに「④改徴」も実施済みの県が 70 県14。 
ｂ：現在「③評価」中で、11 月から「④改徴」を開始する県が 14 県。 
  ｃ：現在「準備進行中」（「③評価」のための委員を財政庁が派遣済みで、「③評価」作
業の開始を待っている）の県が 4 県。 
  ｄ：現在「②抽査」中で、まだ「③評価」のための委員を派遣していない県が 5 県。 
  ｅ：まだ「②抽査」を実施していないのが、中山県の 1 県。 
そして、以上の全省 94 県について、ｃ・ｄ・ｅの県でも 1935 年 12 月から「④改徴」させ
ることが命じられている。すなわち、「臨時」という名が冠せられてはいるものの、広東省




                                                  
13 李君明「広東省改征臨時地税概況」（『地政月刊』第 4 巻第 1 期、民国 25 年 1 月、頁 73-86）。 
14 茂名県の場合、「ア調査」は 1934 年 3 月開始、同年 8 月終了。「イ抽査」「ウ評価」を経て、













左上の「第一小段」が第 1 大段の第 1 小段である。◎は鳳田村の集落。 
 12
 
 
図３ 小湘郷第一大段第一小段の略図 
180 度回転させると、図２の「第一小段」の形状となる。 
 13
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 小湘郷第一大段第一小段の田畝調査表 
